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１

近代化の進展と産業の高度化は社会全体の機

能分化を集中的に引き起こし，私たちの生活を

とりまく状況を，極めて複雑なものにしてきた。

たしかに，戦後復興期，高度経済成長期をつう

じてすべてにわたって社会の「平準化」がすす

められ，その趨勢は変わらないものと信じられ

てきた。しかし1980年代にはいると，その平準

化作用に別の側面が見えはじめた。新たな不平

等化現象が指摘され，多くの人々がそれを実感

するようになってきたのである。

戦後復興，高度経済成長期を支えてきた経済

的豊かさの実現という欲望にかわって，生活の

質や価値の実現という理念がひとびとの日々の

暮らしの実践のすき間に入り込み，豊かさの意

味を変えていった。そうした価値観の変化に即

応して社会構造がそんなに容易に変化するわけ

ではなく，既存の価値観，社会観，制度の枠組

みとあたらしい価値観の間の矛盾が私たちの生

活を直撃している。そうした人々の価値観の変

化に加えて，グローバル化・消費化・高齢化と

いう社会的なトレンドが，従来の制度の不備や

硬直性を露呈させ，具体的な制度変革を迫って

いるのである。とりわけ福祉制度・政策，サー

ビスはひとびとの日常の暮らしの実感と直結し

ており，戦後に制度化がすすめられた比較的あ

たらしい制度であるにもかかわらず，その変革

がもっともつよく迫られているもののひとつで

ある。

２

これまでの高齢社会のサービスのあり方に関

する研究は，社会福祉学の立場からは制度論的，

組織論的，さらには実践方法論的に行われてき

た。例えば，一つには現実的な制度・政策，そ

れに基づく政策的な取り組みを中心として，ま

た一つは，個別のニーズとの関連で具体的な援

助実践を中心として行われてきた。また経済学

や社会学などとの共同研究による学際的な研究

手法による多くの研究成果も世に出されてい

る。

本書もまた社会学を中心とした学際的な共同

研究の成果であり，「グローバル化，消費化，

超高齢化といったメガトレンドのなかで，福祉

国家の再編が進んでいる」という現状認識から，

制度の矛盾を具体的に指摘し，そのシステムの

再編の方向性を論じようという目的をもって編

まれたものである。社会のメガトレンドと福祉

社会の制度的側面をマクロに論じることで，既

存の福祉サービスの考え方のベースをおおきく

再定義する提案と読むこともできるだろう。本

書は，「現内閣府国民生活局内（旧経済企画庁

物価局）の研究会（平成９年12月～平成11年４

月に設置された「高齢社会を支える健康・福祉

サービス等に関する研究会」）」の報告書をベー

スに編集されている。この研究会では，「高齢

社会における諸問題への解決として，行政，家
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族，教育，雇用，生活環境等多角的・多面的な

検討が必要」という立場から，学際的研究を行

ったものである。

３

本書の構成からみてみよう。本書は２部構成

になっている。Ⅰ部は「福祉国家と福祉社会の

パートナーシップ」，Ⅱ部は「福祉社会の諸

相－家族・教育・雇用・住環境－」である。Ⅰ

部では，福祉国家と福祉社会との協働の実現の

ためのマクロな社会構想が論じられている。武

川正吾氏は，本書全体にかかわる総論として

「財源調達能力，インフレキシビリティ，パタ

ーナリズムといった点から（伝統的な）福祉国

家の限界が指摘され」，福祉国家から福祉社会

への移行が主張されてきたが，公的なサポート

を欠いては福祉社会の実現は立ち行かないこと

を直視すべきことを指摘する。つまり，すくな

くとも日本においては福祉国家と福祉社会の協

働というありかたが現実的で有り得べき社会で

あるとするのである。本書全体がその福祉国家

と福祉社会の協働を具体化する公共私関係のあ

りかたの再検討という課題を担っているとも言

えるのであるが，武川氏の担当する第１章では

公共部門の役割分担が中心的に議論される。そ

の協働を構築するためには，公私関係の変化，

統合化の必要性，参加の具体化をとおして，公

共部門がコーディネーター，イネイブラー，プ

ロバイダーとしての役割を分担することの重要

性を指摘する。

これらの議論を受けて広井良典氏は，医療・

福祉サービスにおける「財政＝公，供給＝私

（民間）」という公私の役割論を展開している。

広井氏は，これまでの公私論は「市場と政府」

という二元論で議論されてきたが，これからの

社会では，新しいコミュニティないしは相互扶

助型・自発的組織などの「共」を視野に入れる

必要性を説いている。すなわち，公共私を以下

のように考えている。人々の基礎的なニーズに

対応するベーシックなサービスないし保障につ

いては，所得再配分的施策としての措置的対応

と普遍的なサービスとしての擬似市場（公＝財

政，私＝供給）という仕組みが対応する。この

ようなベーシックなニーズを超える部分につい

ては相互扶助的なサービスとして相互扶助組織

という「共」の仕組みがそれを担う。以上のい

ずれにも属さない付加的，上乗せ的な「アメニ

ティー的サービス」は純然たる市場（「私」）に

任せる，という公共私の役割分担を明快に整理

している。

４

Ⅱ部では総論的なメガトレンドに対応する福

祉政策構想というⅠ部の議論をふまえて，家族，

教育，雇用，住環境といった生活の諸側面にお

いては，それらの政策がどのように展開するの

かについて論じられる。このⅡ部のそれらの議

論も具体的な事例の検討ではなく，あくまでも

マクロな社会構想であり，家族の問題は高齢化

社会における財源確保に，市場の問題は市場部

門の組織論に，教育は介護担当者のありかたを

とおして近代の実践的労働論へ，住環境はより

ひろい近代の生活環境へとつきぬける議論へと

展開される（もしくは示唆されている）。

瀬地山角氏や川村尚也氏は，近代産業社会を

維持してきた労働力再生産システムの矛盾を指

摘し，既存の制度の変革を指摘しつつ，その背

景にある労働力再生産システムコストの分担の

あり方をも視野にいれた展開を論じている。瀬

地山氏は，「主婦優遇制度」をとりあげ，近代

社会では，労働再生産システムの前提としての

「主婦」の存在は大きく，働く男性にとっても

当の女性にとっても「主婦」を存続させるため

の「主婦優遇制度」は「合理的」なシステムと

して維持されてきたが，これからの超高齢社会

ではすでにその根拠はなく，逆にその変革が必

法政「大原」525-5  02.7.16 5:06 PM  ページ 57



58 大原社会問題研究所雑誌　No.525／2002.8

要であると指摘している。そもそも労働力再生

産システムによって，「男性」優位の社会が維

持され，老若男女は排除されるべき存在とみな

す社会が定着してきたが，これからの高齢社会

は，「老若男女みんなで働いて，みんなで税金

を納める社会を作ってゆく」（：75-76）ことが

重要であることを指摘する。

また，川村氏は，「本格的な高齢社会におい

て産業・企業の国際競争力の維持・強化を可能

にする新しい企業組織や雇用のあり方について

高齢者だけでなく障害者や女性，外国人にも視

野を広げ（：93）て「多文化組織」の構築を提

起している。川村氏のいう「多文化組織」とは，

「仲間とともに働き学び遊ぶなかで，多様な文

化的背景をもつ人びとが個々にユニークなアイ

デンティティを形成しつつ，相互に協力して普

遍性の高い知を創造していく組織」（：101）と

「定式化」される。具体例として日本では障害

者雇用を実現させているホンダ太陽（株）とイ

ギリスでの高齢者福祉活動を支援しているエイ

ジ・コンサーン・イングランドの非営利組織を

挙げている。ただ，川村氏の強調点は，あくま

でも組織モデルの提案ではなく，「多文化組織」

という「概念装置」を用いながら，これまでの

近代システムを支えてきた「同質化メカニズム」

の存在や社会の中に埋没させられている個人の

実態を認識し，近代社会の遺産を相対化するこ

とで，これからの働き方や企業組織を検討する

ことにある。

今日の労働市場の流動化は，既存の制度の変

革と意識変化を迫っている。私たち自身も，雇

用のあり方，労働のあり方の見直しを迫られて

いる。しかしながら，失業率が５％を超え，所

得格差が拡大し，リストラ・倒産などにより勤

労意欲を失うような社会を誰しも望んではいな

い。生活保障としての働く場の保証は社会政策

としての基盤整備が前提である。瀬地山氏や川

村氏のいう「老若男女の働く社会」や「多文化

組織」が市場部門として確立することは財政確

保という側面とともに，多様な人びとによる社

会への「参加」を実現する仕組みを確立するこ

とでもある。つまりそれが「福祉国家と福祉社

会とのパートナーシップ」実現の一つのステッ

プでもあるということになろう。

５

さて，近代社会は，分業化・専門化をもたら

した社会である。福祉制度や福祉サービスも分

業化され専門分化されたことによる歪みが指摘

されている。例えば，これまでの福祉供給組織

はその専門主義，官僚制ゆえにパターナリステ

ィックな介護観や利用者観，介護方法など利用

者不在のサービスとその提供のあり方があった

こと。また，入浴，食事，身体介護など家族内

で行われてきた行為が，外部化され，商品化さ

れることで，市場原理のもとで「商品」として

供給されるなど，市場メカニズムに委ねること

の功罪も議論されている。こうした問題の背景

には，介護労働の専門性とは何かといった議論

が蓄積されてこなかったことがある。介護労働

者に期待される「専門性」はどのようにあるべ

きか。この点について高木光太郎氏は，「介護

労働者の専門的力量の特質と形成過程について

２人の介護実践家の論考，実践を手がかりに検

討」している。高木氏は，従来の治療・延命的

「医療モデル」ではなく，被介護者の生活の質

に着目した「生活モデル」によって介護労働の

ありかたを構想する必要を指摘する広井氏の議

論に寄り添いながら，その介護を担う介護労働

者の専門性を論じる。介護労働はドナルド・シ

ョ ー の い う と こ ろ の 「 反 省 的 実 践 家

（reflective practitioner）」（：83）としての実践

であり，その専門性はたとえばジーン・レイブ

とエティエンヌ・ウインガーが唱える「正統的

周辺参加論」によって形成される。その具体化
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のためには「事例研究の職務化や介護労働者の

交流」が重要だと指摘する。さらに，「反省的

実践家」は現時点での問題状況に対する自己の

理解には限界があることを意識しつつ（問題状

況が十分に複雑であるということを意識しつ

つ）実践に参入し，そのなかで問題の新たな側

面や意味づけを発見し，その発見にしたがって

自らの実践のありようを柔軟に変更してゆく。

常に自己のおかれている問題状況のありかたを

「反省的」に捉えかえしながら「実践」を組み

立てていく。「反省的実践家」としての専門的

力量は，この「反省」と「実践の想像力」の水

準にあると興味深い指摘がなされる。

高木氏は，この「反省的実践家」という資質

は，介護福祉士等の資格をもち常勤として採用

された者だけでなく，高齢者介護を実践的に担

うと予想される「パートタイマー」型労働者に

対しても適用される必要があるとする。おそら

くこの指摘は，社会福祉供給組織全体にもいえ

ることであろう。これまでの供給組織にみる閉

塞状況を改善するためには，「脱商品化」する

「反省的実践家」による介護サービスが期待さ

れるからである。

よりよく生きることを実現するための福祉の

追求は，社会システムの側だけに要請されてい

るのではない。個人，家族，企業，市場，地域

社会のすべてが，それぞれに私たちの生活の幸

福や福祉の実現を担うものである。その意味で

は，高齢化と労働市場の流動化という社会変動

に焦点をあて，瀬地山氏，川村氏，高木氏のよ

うに新たな制度変革のビジョンが示されている

ことは面白かった。さらには，健康・福祉サー

ビスやバリアフリー環境のありかたについては

第６章の障害者のためのバリアフリー住環境の

ありかた（野村みどり氏）や補論のイギリスお

よびデンマークにおける事例（臼井純子氏）は

参考になろう。

６

本書は，「21世紀初頭には，おそらく，福祉

国家と福祉社会の協働のための理論的および実

践的な試みが，さらに掘り下げた形で行われる

ことになるだろう。私たちの社会のあり方は，

そうした試みの成否にかかっているように思わ

れる」（：23）と編者の武川氏が述べるように

高齢化社会における福祉サービスのための社会

構想のためのマクロ的な分析に中心がおかれて

いるが，家族や介護労働者のありかた，生活環

境などへの目配りもなされており，今後の実践

の指針となっている。このテキストの読みやす

さ分かりやすさを支えているのは，社会と個人

を理念的に論じることで，メガトレンドを受け

止める社会を構想したことにあるだろう。

だがその長所は具体的な現実の前では短所に

もなる。それは福祉社会論が陥った罠でもある。

市民社会論に寄り添うあまり，マクロな政策と

家族や労働者個人といったマイクロな単位とが

理念的かつ直線的に結ばれて，その間に具体的

に実在する地域社会や個人をとりまく身近な関

係（たとえば親族）についての議論を落してし

まうことによって成り立つ議論でもあるのであ

る。おそらく本書の検討を十分にいかすために

は，行政政策と個人との間に具体的に存在する，

家族を越えた小さな社会関係，具体的には地域

社会と政策，地域社会と家族・親族の関係を議

論する必要があるだろう。

また，これも都市中間層を中心においた市民

社会論の弱点であるが，本書が描く高齢社会は，

小家族化，サービス経済化，さらには女性の雇

用労働者化が進むことにより家庭機能が低下す

るため，健康・福祉サービスの選択肢は，行政

の公的サービス，シルバーサービスのような私

的サービス，相互扶助組織やボランティアによ

る無償のサービスとなる，といった大都市圏を

中心としたものである。はたして中山間地域で

法政「大原」525-5  02.7.16 5:06 PM  ページ 59



60 大原社会問題研究所雑誌　No.525／2002.8

はどうだろうか。今日の日本のどの地域におい

ても「都市化」が完結したともいわれているが，

私たちの生活と人生のありかた（物質的，精神

的なもの）から考えてみても，その地域独自の

ありかたの可能性は残されているし，必要とさ

れている。地域の生活のシステムからの協働の

あり方の研究の必要性もここでは強調しておき

たい。

とはいえ学際的な研究であり，関連の議論と

時代のトレンドに十分な目配りを利かせた本書

が，今後の高齢社会の社会福祉サービス構想を

考えるときの重要なアイデアを提供することは

間違いないだろう。

（京極高宣・武川正吾編『高齢社会の福祉サー

ビス』東京大学出版会，2001年5月，viii+170頁，

3600円+税）

（なかむら・りつこ　法政大学現代福祉学部助教授）
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